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①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：　有

      法人税等の計上基準：法定実効税率を用いた簡便な方法により計算しております。

②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：　有

③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：　有

        連結　（新規）  5 社  （除外）  4 社 　  　　 持分法　（新規）  2 社   （除外）  3 社

(注) 百万円未満の端数は切り捨てております。

２. 平成 18 年 3 月期　第３四半期財務・業績の概況（ 平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 12 月 31 日　）

(1)経営成績(連結)の進捗状況

％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期第３四半期 21.7 230,543 48.4 228,898 40.7 121,325 19.1

17年3月期第３四半期 14.9 155,365 456.7 162,742 486.4 101,889 563.7

(参考) 17 年 3 月期 201,470 212,435 131,519

18年3月期第３四半期

17年3月期第３四半期

(参考) 17 年 3 月期

(注)　売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

　　　

［経営成績(連結)の進捗状況に関する定性的情報等］

 　 当第３四半期（平成17年4月1日～平成17年12月31日）の石油製品販売につきましては、寒波等の影響から灯油

  および電力会社向けＣ重油の需要が増加したこと等により、原油込内需向け販売数量は 4,186万KL（前年同期比

  ＋1.8％）となりました。

  　連結業績につきましては、売上高 4兆3,104億円（前年同期比＋21.7％）、経常利益 2,289億円（前年同期比＋

  662億円の増益）となりました。これは、原油代の大幅な上昇（52.7ﾄﾞﾙ／ﾊﾞｰﾚﾙ、前第３四半期：36.0ﾄﾞﾙ／ﾊﾞｰﾚﾙ）

  による石油・天然ガス開発部門での増益および在庫影響（総平均法によるたな卸資産の評価が売上原価を押し下

  げる影響）等によるものであります。

(2)財政状態(連結)の変動状況

百万円 百万円

18年3月期第３四半期

17年3月期第３四半期

(参考) 17 年 3 月期

代       表       者 役 職 名

氏 　 名

問 合 せ 先 責 任 者 役 職 名

氏 　 名

１. 四半期財務情報の作成等に係る事項（詳細は添付資料）

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
四半期

(当期)純利益
百万円

4,310,415

3,542,109

4,924,163

１株当たり四半期
(当期)純利益

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

  円    銭   円    銭

83.11 －

67.57 66.26

86.72 －

総    資    産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

  ％   円    銭

4,169,781     1,077,128     25.8 739.22

3,549,974     915,671     25.8 607.23

3,514,352     953,240     27.1 631.77
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【連結キャッシュ・フローの状況】

百万円 百万円 百万円 百万円

18年3月期第３四半期

17年3月期第３四半期

(参考) 17 年 3 月期

（参考）四半期個別経営成績等の概況（ 平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 12 月 31 日 ）

％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期第３四半期 27.6 63,691 60.4 70,122 53.7 48,378 31.6

17年3月期第３四半期 17.7 39,705 432.5 45,614 321.4 36,752 －

(参考) 17 年 3 月期 50,036 58,411 46,054

百万円 百万円

18年3月期第３四半期

17年3月期第３四半期

(参考) 17 年 3 月期

３. 平成 18 年 3 月期の連結業績予想（ 平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日 ）

百万円 百万円 百万円

今 回 修 正 予 想 (A)

前 回 発 表 予 想 (B)

増 減 額 (A － B)

増 減 率 (%)

［業績予想に関する定性的情報等］

　　前回（平成18年3月期中間決算公表時）予想に比べ、原油代が高値で推移していること等を踏まえ、通期の業績

　見通しを修正いたします。

　　なお、本見通しは、平成18年2月以降、ドバイ原油 55ﾄﾞﾙ／ﾊﾞｰﾚﾙ、為替レート115円／ﾄﾞﾙを前提としております。

　　通期の連結経常利益は、在庫影響の良化および石油・天然ガス開発部門での増益等により、 3,000億円程度（前回

　予想比＋700億円の増益）、連結当期純利益は 1,530億円程度（前回予想比＋320億円の増益）となる見通しです。

　　配当につきましては、前回予想［年間配当 12円／株（中間配当 6円／株、期末配当 6円／株）]を変更する予定は

　ありません。

（参考）平成 18 年 3 月期の個別業績予想（ 平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日 ）

百万円 百万円 百万円

今 回 修 正 予 想 (A)

前 回 発 表 予 想 (B)

増 減 額 (A － B)

増 減 率 (%)

＊　上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績につきましては、さま

　ざまな要素により、予想数値と大きく異なる場合があります。業績に影響を与える要素には、経済情勢、原油価格、石油製品の需要

　動向および市況、為替レートならびに金利の動向が含まれますが、これらに限定されるものではありません。

280,000     24,000     12,000     

5.7%      32.4%      22.2%      

5,180,000     98,000     66,000     

4,900,000     74,000     54,000     

予 想 売 上 高 予 想 経 常 利 益 予 想 当 期 純 利 益

350,000     70,000     32,000     

6.1%      30.4%      26.4%      

6,110,000     300,000     153,000     

5,760,000     230,000     121,000     

予 想 売 上 高 予 想 経 常 利 益 予 想 当 期 純 利 益

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

6,506     △119,395     138,103     193,137     

51,126     △68,808     28,960     187,417     

115,731     △99,491     △49,984     140,478     

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
四半期

(当期)純利益
百万円

3,693,484

2,893,793

3,957,338

総    資    産 株  主  資　本

3,064,347     723,474     

2,533,448     648,617     

2,403,528     666,510     
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［添付資料］

１．（要約）四半期連結貸借対照表 

期　　別

科　　目

百万円 百万円 百万円 百万円

資　産　の　部

1,569,328 44.7% 2,071,212 49.7% 501,883 1,671,071 47.1%

143,729 193,446 49,717 190,140

611,258 828,034 216,775 626,831

19,384 28,776 9,392 1,814

636,704 890,133 253,429 708,328

158,252 130,821 △ 27,431 143,957

1,945,023 55.3% 2,098,569 50.3% 153,545 1,878,902 52.9%

1,361,389 1,369,228 7,838 1,380,924

49,293 43,828 △ 5,465 50,292

534,340 685,512 151,172 447,685

3,514,352 100.0% 4,169,781 100.0% 655,429 3,549,974 100.0%

百万円 百万円 百万円 百万円

負　債　の　部

1,536,810 43.7% 1,947,884 46.7% 411,073 1,653,688 46.6%

434,704 535,592 100,888 408,714

244,150 203,736 △ 40,414 231,554

97,000 306,000 209,000 140,000

760,955 902,555 141,599 873,419

927,431 26.4% 1,041,157 25.0% 113,725 877,389 24.7%

612,511 662,560 50,048 594,931

314,920 378,597 63,677 282,457

2,464,241 70.1% 2,989,041 71.7% 524,799 2,531,077 71.3%

96,870 2.8% 103,611 2.5% 6,741 103,225 2.9%

資　本　の　部

139,437 4.0% 139,437 3.3% － 139,436 3.9%

274,852 7.8% 274,868 6.6% 16 274,849 7.8%

489,729 13.9% 553,911 13.3% 64,182 460,657 13.0%

60,743 1.7% 117,008 2.8% 56,265 50,438 1.4%

△ 11,521 △0.3% △ 8,097 △0.2% 3,424 △ 9,710 △0.3%

953,240 27.1% 1,077,128 25.8% 123,888 915,671 25.8%

3,514,352 100.0% 4,169,781 100.0% 655,429 3,549,974 100.0%

前連結会計年度

平成17年３月31日現在

金　　額 構成比

前第３四半期末当第３四半期末 増　　　　減

平成16年12月31日現在平成17年12月31日現在 (対前連結会計年度比)

金　　額

流　動　資　産

金　　額 構成比金　　額 構成比

現 金 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

そ の 他

資 産 合 計

そ の 他

固 定 資 産・繰 延 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

流　動　負　債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ・ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ

そ の 他

固　定　負　債

社 債 及 び 長 期 借 入 金

そ の 他

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他

資 本 合 計
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２．（要約）四半期連結損益計算書 

期　　別

自　平成16年４月１日 自　平成17年４月１日 自　平成16年４月１日

科　　目 至　平成16年12月31日 至　平成17年12月31日 (対前年同四半期比) 至　平成17年３月31日

百万円 百万円 百万円 百万円

3,542,109 4,310,415 768,305 4,924,163

△ 3,178,361 △ 3,865,781 △ 687,420 △ 4,437,411

△ 208,383 △ 214,089 △ 5,706 △ 285,281

155,365 230,543 75,178 201,470

25,745 29,991 4,246 36,736

( 4,321 ) ( 7,591 ) ( 3,269 ) ( 5,751 )

( 9,386 ) ( 8,004 ) ( △ 1,382 ) ( 11,486 )

( 4,447 ) ( 3,509 ) ( △ 937 ) ( 6,550 )

( 2,435 ) ( 4,791 ) ( 2,356 ) ( 3,686 )

( 5,154 ) ( 6,093 ) ( 939 ) ( 9,261 )

△ 18,367 △ 31,637 △ 13,269 △ 25,771

( △ 13,910 ) ( △ 16,996 ) ( △ 3,085 ) ( △ 18,748 )

( △ 4,457 ) ( △ 14,640 ) ( △ 10,183 ) ( △ 7,022 )

162,742 228,898 66,155 212,435

21,141 9,480 △ 11,660 32,679

( 13,650 ) ( 5,736 ) ( △ 7,913 ) ( 24,263 )

( 3,483 ) ( － ) ( △ 3,483 ) ( 3,483 )

( 4,007 ) ( 3,744 ) ( △ 263 ) ( 4,931 )

△ 16,974 △ 12,539 4,435 △ 24,156

( △ 9,155 ) ( △ 6,243 ) ( 2,912 ) ( △ 13,239 )

( △ 2,877 ) ( △ 2,371 ) ( 505 ) ( △ 4,211 )

( △ 4,941 ) ( △ 3,923 ) ( 1,017 ) ( △ 6,705 )

166,909 225,838 58,929 220,958

△ 60,708 △ 97,247 △ 36,539 △ 82,580

△ 4,311 △ 7,265 △ 2,953 △ 6,858

101,889 121,325 19,435 131,519

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

前連結会計年度
増　　　減

前第３四半期 当第３四半期

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

固 定 資 産 売 却 益

営 業 外 費 用

資 産 賃 貸 収 入

経 常 利 益

特 別 利 益

為 替 差 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 外 収 益

そ の 他

そ の 他

支 払 利 息

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

そ の 他

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

そ の 他

税金等調整前四半期（当期）純利益

減 損 損 失

法 人 税 等

少 数 株 主 利 益
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３．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

期　　別 前第３四半期 当第３四半期 前連結会計年度

自　平成16年４月１日 自　平成17年４月１日 自　平成16年４月１日

科　　目 至　平成16年12月31日 至　平成17年12月31日 至　平成17年３月31日

百万円 百万円 百万円

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

166,909 225,838 220,958

80,456 101,378 110,031

△ 40,429 △ 204,798 △ 27,877

△ 209,461 △ 256,354 △ 137,814

53,653 140,442 △ 49,566

営業活動によるキャッシュ・フロー 51,126 6,506 115,731

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

1,548 496 1,060

△ 80,281 △ 69,104 △ 108,812

21,147 12,148 41,680

2,451 △ 15,416 △ 17,524

△ 13,674 △ 47,520 △ 15,895

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 68,808 △ 119,395 △ 99,491

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

28,402 200,231 △ 17,525

16,928 △ 3,093 △ 15,854

△ 16,370 △ 59,034 △ 16,603

財務活動によるキャッシュ・フロー 28,960 138,103 △ 49,984

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 1,732 8,030 △ 197

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 13,011 33,244 △ 33,941

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 174,535 140,478 174,535

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 19,409 14

Ⅷ．連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増加額 － 4 －

Ⅸ．連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 128 － △ 128

Ⅹ．現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 187,417 193,137 140,478

定 期 預 金 の 純 増 減 額

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

た な 卸 資 産 の 増 減 額

税 金 等 調 整 前 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

減 価 償 却 費

売 上 債 権 の 増 減 額

仕 入 債 務 の 増 減 額 ほ か

長 期 借 入 金 ・ 社 債 の 純 増 減 額

そ の 他

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 の 純 増 減 額

そ の 他

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額
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四半期財務情報の作成等に係る事項

１．会計処理の方法における簡便な方法の採用

　当会社は、中間連結財務諸表等の作成基準に準拠しつつ、以下のとおり投資者等の利害関係者の判断を大きく

誤らせない範囲で、一定の簡便な手続きを採用しております。

　　　[簡便な手続きの内容]

　法人税等の計上基準：法定実効税率を用いた簡便な方法により計算しております。

２．最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更

　「事業の種類別セグメント情報」における事業区分の方法について、当連結会計年度より変更しております。

　なお、変更の詳細は、「４．セグメント情報」に記載しております。

３．連結及び持分法の適用範囲の異動

　連結子会社　　　　　

（新規）5 社： 新日石液晶（蘇州）有限公司、㈱イドムココミュニケーションズ、高輪エネルギー㈱、

日本ノースシー石油㈱、日石ミャンマー石油開発㈱

（除外）4 社： 新日本石油ガス㈱、かどや製油㈱、菱油販売㈱、小澤物産㈱

　持分法適用会社

（新規）2 社： ㈱フロンティアエネルギー新潟、㈱ＥＮＥＯＳフロンティア群馬

（除外）3 社： 三菱液化瓦斯㈱、日本ノースシー石油㈱、日石ミャンマー石油開発㈱

  6



４．セグメント情報

［事業の種類別セグメント情報］

消　　去

又は全社

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 3,034,624 252,984 201,729 52,771 3,542,109 － 3,542,109 

（２）セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高 173,942 12,185 1,695 11,221 199,044 (199,044) － 

計 3,208,566 265,170 203,424 63,992 3,741,154 (199,044) 3,542,109 

営 業 費 用 3,075,630 249,807 202,864 60,150 3,588,451 (201,707) 3,386,744 

営 業 利 益 132,936 15,363 560 3,842 152,702 2,662 155,365 

 　　　　　(1)石          油 揮発油・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、石油開発事業等

　　　　　 (2)石  油  化  学 エチレン・パラキシレン等石油化学製品

　　　　　 (3)工　   　 　事

　　　　　 (4)そ の 他 事 業 タイヤ等自動車関連商品、リース業、保険代理業、不動産賃貸事業、旅行業、電算関連事業、

金融業、食品事業等

石油精製・ 石油・天然ガス 消　　去

販売 開発 又は全社

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 3,891,256 130,103 229,745 59,309 4,310,415 － 4,310,415 

（２）セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高 6,368 － 566 11,227 18,162 (18,162) － 

計 3,897,625 130,103 230,311 70,537 4,328,577 (18,162) 4,310,415 

営 業 費 用 3,741,256 64,238 228,709 65,305 4,099,509 (19,637) 4,079,871 

営 業 利 益 156,369 65,865 1,602 5,231 229,068 1,474 230,543 

 　　　　　(1)石油精製・販売 揮発油・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、ベンゼン・パラキシレン等石油化学製品

　　　　　 (2)石油･天然ガス開発 石油・天然ガスの探鉱・開発および生産

　　　　　 (3)建　　      設

　　　　　 (4)そ の 他 事 業 タイヤ等自動車関連商品、リース業、保険代理業、不動産賃貸事業、旅行業、電算関連事業、金融業等

(1)前第３四半期 （自 平成16年4月1日　至 平成16年12月31日）

石　　　油 石油化学 工　　　事 その他事業 計 連　　　結

　　(注）１.事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　 　　２.各事業区分に属する主な製品または事業内容

アスファルト舗装、土木工事、建築工事等

連　　　結

(2)当第３四半期 （自 平成17年4月1日　至 平成17年12月31日）

計

アスファルト舗装、土木工事、建築工事等

　　(注）１.事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　 　　２.各事業区分に属する主な製品または事業内容

建　　　設 その他事業
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          の４区分に変更いたしました。

　　　　　販売」に名称を変更しております。

　 　 　　部門を段階的に統合する予定である等、石油精製・販売部門との関係が従来以上に密接不可分となっている状況を考慮し、

　　　　　これを｢石油精製・販売｣に含めて表示するものです。

石油精製・ 石油・天然ガス 消　　去

販売 開発 又は全社

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 3,236,485 51,123 201,729 52,771 3,542,109 － 3,542,109 

（２）セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高 6,153 － 1,695 11,221 19,069 (19,069) － 

計 3,242,638 51,123 203,424 63,992 3,561,179 (19,069) 3,542,109 

営 業 費 用 3,114,793 29,232 202,864 60,150 3,407,041 (20,296) 3,386,744 

営 業 利 益 127,844 21,890 560 3,842 154,137 1,227 155,365 

石油精製・ 石油・天然ガス 消　　去

販売 開発 又は全社

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 4,420,962 67,649 359,456 76,095 4,924,163 － 4,924,163 

（２）セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高 9,869 － 1,665 14,857 26,392 (26,392) － 

計 4,430,831 67,649 361,122 90,952 4,950,556 (26,392) 4,924,163 

営 業 費 用 4,269,852 40,557 354,375 85,968 4,750,755 (28,061) 4,722,693 

営 業 利 益 160,978 27,091 6,746 4,984 199,801 1,668 201,470 

前連結会計年度 （自 平成16年4月1日　至 平成17年3月31日）

連　　　結建　　　設 その他事業 計

連　　　結建　　　設 その他事業 計

　 　 　　石油化学の一体化）の推進に加えて、平成18年４月までに、当会社と連結子会社である新日本石油化学株式会社の本社

　　 　 　　また、当連結会計年度より、｢工事｣を「建設」に名称変更しております。

　 　 　　　なお、前第３四半期および前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により

前第３四半期 （自 平成16年4月1日　至 平成16年12月31日）

　　　　　区分すると、次のとおりとなります。

　　 　 　成長性・収益性の観点から、当会社グループにおける戦略分野として位置付けていることを勘案し、新たに区分表示する

　　 　 　ものであります。これに伴い、「石油」については、石油・天然ガス開発部門との区分を明確にするため、「石油精製・

　　 　 　 　｢石油化学｣については、従来、区分表示しておりましたが、ＣＲＩ（Chemical Refinery Integration：石油精製と

   ３.事業区分の方法の変更

　　　　　　事業区分については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点から、｢石油｣、｢石油化学｣、｢工事｣、｢その他事業｣

　　 　 　の４区分としておりましたが、当連結会計年度より、｢石油精製・販売｣、｢石油・天然ガス開発｣、｢建設｣、 ｢その他事業｣

　　 　 　　 ｢石油・天然ガス開発｣については、従来「石油」に含めておりましたが、「第３次連結中期経営計画」において、
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消　　去

又は全社

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 4,139,639 348,972 359,456 76,095 4,924,163 － 4,924,163 

（２）セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高 240,357 16,110 1,665 14,857 272,991 (272,991) － 

計 4,379,996 365,082 361,122 90,952 5,197,154 (272,991) 4,924,163 

営 業 費 用 4,216,695 341,737 354,375 85,968 4,998,777 (276,083) 4,722,693 

営 業 利 益 163,301 23,344 6,746 4,984 198,377 3,092 201,470 

 　　　　　(1)石          油 揮発油・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、石油開発事業等

　　　　　 (2)石  油  化  学 エチレン・パラキシレン等石油化学製品

　　　　　 (3)工　   　 　事

　　　　　 (4)そ の 他 事 業 タイヤ等自動車関連商品、リース業、保険代理業、不動産賃貸事業、旅行業、電算関連事業、

金融業、食品事業等

(3)前連結会計年度 （自 平成16年4月1日　至 平成17年3月31日）

　　(注）１.事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　 　　２.各事業区分に属する主な製品または事業内容

アスファルト舗装、土木工事、建築工事等

石　　　油 石油化学 工　　　事 その他事業 計 連　　　結

  9


